
報告第1号

地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第146条第2項の規定により次のとおり報告する。

既収入

特定財源 国県支出金 地方債 その他

円 円 円 円 円 円 円

3 民生費 1 社会福祉費
低所得世帯支援給付金給付事業費
(非課税世帯及び子ども加算分)

171,354,000 34,014,951 ― 34,014,951 ― ― ―

4 衛生費 1 保健衛生費 公共施設再編計画実施事業費 600,000,000 502,348,000 ― ― 434,400,000 ― 67,948,000

8 土木費 2 都市計画費 下水道事業特別会計出資金 2,000,000 2,000,000 ― ― ― ― 2,000,000

9 消防費 1 消防費 消防体制充実事業費 14,764,000 14,763,123 ― ― 14,100,000 ― 663,123

10 教育費 2 小学校費 小学校維持管理経費 21,262,000 21,261,020 ― ― ― ― 21,261,020

809,380,000 574,387,094 ― 34,014,951 448,500,000 ― 91,872,143

令和7年6月3日提出  

神奈川県高座郡寒川町長　木　村　俊　雄

合　　　　　計

繰 越 明 許 費 繰 越 に つ い て

令 和 6 年 度 寒 川 町 一 般 会 計 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書

款 項 事 業 名 金　額 翌年度繰越額

左の財源内訳

未収入特定財源
一般財源


